
消費者教育関連施策

• ２００４年 消費者基本法

消費者教育を受ける権利

・２００５年 消費者基本計画

学校や社会教育施設おける消費者教育の推進

学習指導要領改訂 消費者教育の充実

２００８年（小・中学校）、２００９年（高等学校）
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• ２０１２年 消費者教育推進法

消費者市民教育の必要性

幼児期から高齢期まで
の段階特性に配慮した

体系的推進

多様な主体間の
連携による

効果的推進

消費者教育推進計画

消費者教育推進地域協議会

消費者教育推進計画策定済みの都道府県（47都道府県）

2018年4月1日現在

指定都市（20指定都市中18指定都市）

消費者教育推進地域協議会設置済み（47都道府県）
指定都市（20指定都市中19指定都市）

2019年3月22日現在
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• ２０１３年消費者庁に消費者教育推進会議設置
消費者教育体系イメージマップ
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• ２０１８年消費者教育の推進に関する基本方針

改訂
誰もが

どこに住んでいても
様々な場で

消費者教育を受けることができる
体系的総合的に推進

当面の重点事項
１．若者の消費者教育
２．消費者の特性に配慮した体系的な消費者教育の

推進
３．高度情報通信ネットワーク社会に対応した消費者

教育の推進
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若年者への消費者教育の推進に関する
アクションプログラム
１．若年者の消費者被害の防止・救済
２．主体的かつ合理的に

社会の一員として活動する
自立した消費者の育成

若年者への消費者教育推進に関する
4省庁関係局長連絡会議
関係省庁（消費者庁、金融庁、法務省、文科省）による
2018年～2020年度の3年間を集中強化期間とする

・2018年 民法改正 成年年齢引き下げ
2022年4月1日から18歳成人
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・消費者保護基本法の時代

消費者被害の未然防止 賢い消費者

消費者被害の回復

消費生活センターの周知 クーリング・オフ

・２００４年 消費者基本法

消費者の権利の尊重 保護→自立

消費者の自立の支援

・２０１２年 消費者教育推進法

消費者市民社会 消費者市民社会の担い手

持続可能な生産と消費

消費者教育の変遷
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・トレンド：ＳDGｓ ｴｼｶﾙ消費
手法：アクティブラーニング

ワークショップ
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・１９９７年自主グループとしてスタート

・１９９８年消費者問題神戸会議にて

「子どもの消費者教育プログラム」発表

・１９９８年～２０００年

家庭科教師学習会

消費生活センター親子講座

ＰＴＡ主催小学校授業

国民生活センター生活大学移動セミナー

NPO法人C・キッズ・ネットワークの活動

公教育で、すべての子どもたちに

消費者教育を！
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初めて作った3つの教材とパネルシアター「ぼくはカイタロー」

おやつの城たんけんすごろく

食育

ぐりーん・ちぇっく環境教育

パネルシアター「ぼくはカイタロー」

どうしよう?！べんりノート

金銭教育
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・２００１年～対象が高齢者にも拡大

消費生活センター 消費者問題出前講座
・２００２年～２０１０年
県立高校で総合学習の授業担当

・２００３年～
消費生活センター 学童保育出前講座
生活協同組合 組合員対象講座

・２００５年～
環境関連団体 環境出前講座
消費生活センター 学校への出前講座

・２００９年 ＮＰＯ法人Ｃ・キッズ・ネットワーク設立
委託事業（教材開発、出前講座）を受けるように

・２０１１年～ イベントで消費者啓発を実施
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徹底リサーチ「地域のミッション 」

主体的に調査、発表

地域をフィールドに企画、交渉

高校での総合学習徹底リサーチ 「ネッ ト とケータイ 」
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中学校での授業風景

契 約 っ て な ～ に ？

もったいない！食べ物を大切に

グリーンコンシューマになろう！

省エネすごろく
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小学校での授業風景

コンビニ食ってどんな食？
近くのものからいただきま～す！

夢の実現 おやつ調査隊
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